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特集

近年，企業には，従来の仕組みを根本から見直す革新が

求められている。ビジネスプロセスの見直しと，資源の最適配

分による戦略事業ドメインの強化を実現するためには，BPO

（Business Process Outsourcing）など外部リソースの積極

的活用と間接部門の改革が求められる。間接部門がグルー

プ経営に貢献する手段として，多くの企業はシェアードサービ

ス（サービスの共有）化による業務改革に着手している。

ここでは，環境の変化に迅速に対応するためのビジネスプ

ロセスの可視化，モジュール化による取捨選択性の確保，さ

らに間接業務改革への適用と，それを支援する日立グルー

プのコンサルティングサービスについて述べる。
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日立グループが考えるビジネ
スプロセスの最適化とBPO
活用の概要
間接業務改革をシェアードサービ

ス事業化によって実現し，非主力領
域でBPOを積極的に活用することに
より，強みとなる領域への重点的な
経営資源の投資を行うことが可能と
なる。

コア業務への経営資源の集中や，新たな価値創造

による競合優位化，コスト削減などの経営戦略で，

BPO（Business Process Outsourcing）の活用が重

要になっている。BPOを活用するためには，将来の事

業形態（ビジネスプロセスの構成）との整合性を意識

し，ビジネスプロセスをモジュール化，可視化すること

が必要となる。これによって取捨選択性を確保し，新

しいビジネスの早期立ち上げや，強みとなるコア業務

への経営資源の重点投資が可能となる。

日立グループは，このようなニーズに応えるため，将

来の姿との整合性を考慮したビジネスプロセスのモ

ジュール化，可視化を支援するビジネスプロセスアン

バンドリング コンサルティング サービスを提供して

いる。

また，地域金融機関の経営課題である取引先との

リレーションシップの向上や，地域産業活性化などを

解決する手段として，地域シェアードサービスの事業

化が注目されている。日立グループは，地域シェアー

ドサービス事業化に関するコンサルティングサービス

の提供と共同事業化にも取り組んでいる。

注：略語説明
CMS（Cash Management 
Service）
BPO（Business Process 
Outsourcing）
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企業が環境の変化に適応していくためには，顧客のニーズ

に臨機応変に対応し，事業ポートフォリオ（構成）を迅速に見

直すことが要求される。しかし現状では，投資した資産の継

続活用や，知識の継承性確保における属人化のリスク，既存

事業への影響など，既存資産との密な関係が足かせとなって

いる。そこで，現状の問題点を解決する糸口を考えてみる。

2.1 ビジネスプロセスのモジュール化

事業を構成するプロセスを臨機応変に組み替えるためには，

ビジネスプロセスがモジュール化されているとともに，インタ

フェースが標準化されていることが不可欠となる。しかし現状

では，業務ごとの境界が不明確で，依存関係が複雑なため，

事業のポートフォリオを迅速に見直し，環境の変化に対応す

るのが困難である。業務境界や依存関係を明確化し，サー

ビス単位で機能とインタフェースを整理するためには，サービ

スを構成するコンポーネントについても，同様に機能とインタ

フェースを整理しなければならない。コンポーネントを整理する

際には，コンポーネントの標準化も重要となる。コンポーネントを

標準化することで環境変化対応への柔軟性が向上する。こ

のように，環境変化への迅速な対応のために，業務をサービ

スやコンポーネントといった単位のモジュールに分解し，モ

ジュール間の重複機能の削減やインタフェースの標準化を進

める必要がある（図1参照）。

外部のリソースを活用する際にも，サービスやコンポーネント

が標準化されていれば，新ビジネスの早期立ち上げや，強み

となるコアビジネスへの重点的な投資を行うために，効率的に

外部リソースを活用することが可能となる。

2.2 ビジネスプロセスの可視化

経営戦略に適合した事業を，いかに描き，構成するかとい

ビジネスプロセスアウトソーシングの成功要因
―ビジネスプロセスのモジュール化と可視化―2

業務 サービス コンポーネント 

サービス 
連携 

業務共通 

稟（りん）議 稟議 
リスク 
管理 融資 

決済 
融資 与信 

決済 処理フロー 
コンポーネント 

モジュール化 
疎結合 

処理実行コンポーネント 

•機能の標準化による重複開発の回避 
•処理の局所化 

•業務境界や依存関係を単純明確化 
•インタフェースを整理 

環境変化のレベル 

■環境変化に対応するサービス, コンポーネントの粒度 
ビジネスプロセス単位の変更 
プロセス処理および主体の全面見 
直し（BPOなど） 

サービスの 
取捨選択・変更 

コンポーネントの 
取捨選択・変更 

オブジェクトの 
取捨選択・変更 

サービス単位の取捨選択 

大 

ビジネスアーキテクチャ 
（ビジネスプロセス体系図） 

業務処理方法の変更 ロジックの変更 
•業務処理方式の変更 
•プロセス内処理ロジックの変更 
•データの変更 

•計算ロジックの変更 

コンポーネント単位の取捨選択 コンポーネントまたはオブジェクト 
単位の取捨選択 

中 小 

ビジネストランザクション 
（Workflow, Database Access） 

ロジック 

想定事象 

対応方式 

サービス・コンポーネント 
区分の根拠 
粒度 

処理実行コンポーネント 

取
捨
選
択
性
の
確
保 

図1ビジネスプロセスのサー
ビスモジュール化と取捨選択
性の確保の概要
事業を構成するサービスのモジュー
ル化とインタフェースの標準化によ
り，企業の内外を問わない優秀な
サービスの取捨選択性を確保し，ビ
ジネス全体の競争力を高める。

う，経営戦略遂行上の課題を解決するため，経営資源の可

視化と標準化，取捨選択性の確保がビジネス基盤に求められ

ている。そのためには，EA（Enterprise Architecture）に代

表されるソフトウェア基盤の整備と，環境の変化に即応し，過

去のしがらみ（資産）にとらわれないスキーム作りが必要となる

（図2参照）。

みずからの戦略に照らし合せて，企業の内外にある優秀な

サービスを取捨選択することで，ビジネス全体の競争力を高め

ることができる。そのためには，各ビジネスプロセスを切り離して

個別に評価するBPU（Business Process Unbundling）という

考え方でサービスを可視化する必要がある。

アウトソース（外部委託）する場合の要件として，以下の項

目があげられる。

（1）全社レベルで内製と外製の最適バランスを継続的に追求

する仕組み（内コアビジネスと周辺ビジネスの分離・可視化）

（2）人材管理（知識やノウハウの継承・非継承管理）

（3）サービス間インタフェースの標準化，監査証跡の整備

（4）アクセス権の確保（ブラックボックスを作らない。）

これらの項目を実現するためにも，EA手法をベースとした

BPU分析によってサービスのモジュール化と可視化を実施した

上で，BPOサービス導入を進めることが重要となる。

前章で述べたビジネスプロセスのモジュール化と可視化を支

援するため，日立グループは，BPUコンサルティングサービス

を提供している。

アウトソース，インソースを図るプロセス分解を進める際には，

全体のビジネスプロセス体系との整合性を確保しながら，対象

ビジネスプロセス内容や，関係するプロセスで管理する情報を

明確化し，プロセス間連携（結合関係）の妥当性の確認や，

ビジネスプロセスアンバンドリング
分析3
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企業ごとの独自要件の検討といった，BPOに伴うプロセスフ

ロー変更要件の抽出を行う必要がある。

BPU分析は，以下の流れに沿って進める（図3参照）。

（1）業務課題の関連性の整理と，実現施策としてのビジネス

スキーム案の立案

（2）対象プロセスの切り出しとプロセス間関係の整理

（3）対象プロセスのパフォーマンスレベルの定義

（4）実現形態の検討

（1）では，まず，事業を取り巻く環境動向と，業務課題（群）

の背景を整理することにより，課題間の構造（関連性）を確認

する。次に，業務課題の解決が期待できるビジネススキームを

立案をする。その際，日立グループが，カタログの形で用意し

ているさまざまなニーズに対応したビジネスコンテンツを含んだ

ビジネススキーム案を参照モデルとして活用する。

（2）では，EAのBA（Business Architecture）やDA（Data

Architecture）を活用することにより，全社レベルでのサービ

ス間連携の考え方（ハブアンドスポークシステム活用方針な

ど）を促し，全社のビジネスプロセス体系や，ER（Entity Rela-

tionship）図を活用したプロセス分解の妥当性とプロセス内容

を定義する。さらに，切り出すサービスの粒度とビジネスプロセ

スを確定するために，コンポーネント（部品）とエンティティ（全

体）の対応づけや，一連の業務フロー内で処理単位が同一と

なる部分について整理を行う。特に，サービス間の関係の妥

当性を確認するためには，エンティティの生成・参照・更新の整

理と，サービス候補内でのトランザクションの内包などのチェッ

クを行う。

（3）では，切り出されたサービスのパフォーマンスと財務的効

果を確定するために，各ビジネスプロセスのパフォーマンスを代

表するインデックスを定義し，それらに影響を与える変動要素

を分析する。プロセス別コストや，対象となるビジネスプロセス

を所有した場合と，アウトソースした場合の経営インパクトにつ

いて，幾つかのシナリオに基づいて評価を行う。

（4）では，日立グループのこれまでのアウトソーシング事業の

経験を踏まえて，外部プロセスの具体的な活用手順や，アウ

トソーシングの実現手順について提言する。

日立グループは，ユーザー企業のシェアードサービスの事業

化を支援するコンサルティングサービスを提供している。また，

ユーザー企業との共同事業化も視野に入れたBPOビジネスに

ついても，グループ会社と連携して取り組んでいる。以下では，

金融機関を事例として，このビジネスの内容について述べる。

金融機関の経営課題としては，以下の項目があげられる。

（1）顧客の獲得と特定化

（2）地域産業活性化への貢献

（3）取引先とのリレーションシップの向上

（4）間接業務員の専門家としてのモチベーションの向上

これまでは金融機関内部だけに活用してきたさまざまな機

能を，シェアードサービスとして中堅中小企業に提供すること

により，これらの課題を解決する手段として活用できる。

総務，人事，会計など金融機関内部向けの機能を顧客に

提供することにより，顧客企業の間接業務に従事する人員の

本業への回帰や，間接人件費の削減，福利厚生充実などの

利点を提供することができる。また，地域の特色に合わせたコ
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図2 EA（Enterprise Architecture）の全体構成要素
EAのフレームワークでは，「ビジネス」，「データ」，「アプリケーション」，「テクノロジー」

に関する現状と理想の明確化を通じて，全体最適化を図る。
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図3 BPU（Business Process Unbundling）分析の進め方
事業を構成するビジネスプロセス間相互の関係から，アンバンドリングが可能なビジ

ネスプロセスの要件を明確にする。

注：略語説明　BA（Business Architecture），CMS（Cash Management Service），
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ミュニティ機能を併せ持つことにより，地域の活性化にも貢献

できる（図4参照）。

コミュニティ機能を進化させるとともに，地域企業に対するコ

ンサルティング機能を強化し，地域企業の強い事業内容を

シェアードサービスとして相互に利用する形のビジネスモデル

が誕生すれば，その地域にしかない新たな事業モデルが醸

成できる。

ここでは，高い効率性と収益性を実現する手段として，ビ

ジネスプロセスのアンバンドリングとシェアードサービスの事業化

も視野に入れたBPOの活用について述べた。

企業内に蓄積された業務ノウハウを，新たな事業環境での

コア事業に適用することにより，既存環境にはなかったキャリ

アパス（職業進路）の創出や能力開発の可能性が生まれ，モ

チベーションの向上や，新たな教育環境の提供など人材の活

性化にもつながると考える。

日立グループは，今後も環境の変化のスピードに対応し，コ

アコンピタンス（中核業務）の維持と組織体の変革など，経営

課題を解決するソリューションを開発，拡充していく考えであ

る（図5参照）。
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金融機関の専門化されたさまざまな機能を, 自行だけでなく, 顧客 
にも提供することにより, 顧客ビジネスの競争力確保に役立てる 
ことができる。 

提供形態を見直す 
ことで, さらに密接 
な経営支援の実現 
が可能（仕入れ先 
紹介, 技術提携,  
販売先開拓など） 
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法や手順を明確に 
することで, 顧客企 
業に対し自社機能 
を新サービスとして 
提供が可能 

図4 銀行が保有するビジネスプロセスの外部提供の仕組み
金融機関の内部で培われていたさまざまな機能は，機能間の関係を整理し，サー

ビス内容を明確にすることで外部からも利用可能となる。

ユーザー企業 日立グループ 

改善提案 
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シェアードサービス 
事業会社 

業務改革 

効果 

•コスト削減 
 スケールメリットの活用, 
 人件費の削減 

•コア業務への集中 
 間接業務人員削減 
•経営の高度化 
 業務の品質向上と 
 スピードアップ 
 内部統制の強化 

•専門知識の活用 
 間接業務人員→本業従事 
 教育研修の高度化 

•事業化 
 ノウハウの 
 提供 
•コンテンツ 
 提供 
•サービス 
 支援 
•（事業参加） 
 

•業務の標準化, 集中化 
•業務システム開発 

•業務改革PDCA 
 サイクルの構築 

BPO

モニタリング, 監査 

図5シェアードサービス事業会社設立に関する日立グループの役割
ユーザー企業の専門知識を活用した新たな事業戦略の実現のために，日立グルー
プはコンサルティングサービスなどを通して，事業化を支援する。

注：略語説明　PDCA（Plan, Do, Check, and Action）
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